
（別表4）

社会保障に係る給付と負担

【社会保障給付畢】

対国民所得比

の将来見通し（試算）

′（厚生省高齢社会福祉ビジョン懇談会）

（単位：％）

平 成 5 年 度 平 成 12 年 度 平 成 2 2 年 度 　 平 成 37 年 度

（1 9 93 ） （2 00 0 ） （2 0 1 0）‾ （2 佗 5 ）・

現 行 制 度 ケ 「 ス 1 6 ．3 ． 、 1 9 － 2 0 2 5 － 2 6 － 2 7 2 8 姥 ～ 3 1 姥 － 32 姥

、 ケ 」－ス I 1 6 ．3 2 0 － 2 1 26 姥 ～ 2 7 姥 － 28 3 0 － 3 3 － 3 3 猶

ケ ー ス 王I 1 5 ．3 2 0 － 2 1 猶 2 5 妬 ～ 2 6 姥 ～ 27 彿 ～ 3 ト 3 1 猶

ケ ー ス III ． 1 6 ．3 1 9 － 1 摘　 － 2 Jト ー2 5 － 2 5 姥 ・－ 2 6 姥 － 2硝 ～ 3嘩

国民所得・兆円 470・－500 635～670－740 990－1，045－1，330

【社会保障に係る負担（社会保障負捜及び公費負担）】
l

対国民所得此　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

平成 5，年度 平成12年度 平成22年度 、平成37年度．

・（1993）‾ ＿（20叩）・ ∴（2010）－ （20云5）－

現行制度ケ一一ス 17 ．8 ‾ 20－20与4 23宛－25 二26 ∴ 2鋤 ？31姥「3地 上

ケース 1 17 ．8 21・－22 25ナ26兢－27 30 －33 －3＿4

ケー・スII 17 ．8 ‾ 21・－22 ′ ．軍4均一25姥－‾26妬 27 宛「30 －31

．ケースⅡI 17 ．8 ， 20「20妬 ． ・由姥－2年～25 26－29 r－30

国民所得・兆円 470・－500 635－670－740 990－1，045－1，330

〔現行制度ケース「

現行制度（平成6年3月時）のままと仮定した場合

（ケースI）

介護対策や児童対策等の充実を図ると仮定し、その他は現行制度のままと仮定した場合

〔ケースII）　　　　　　　　　　　　　　　　、

年金については、改正後の制度を仮定し、医療については、効率化を図るものと仮定し、

ま▼た、介護対策や児壷対策等の充実を図ったと仮定した場合

〔ケースm）

年創三っいては、改正後の制度を仮定し、医療については、効率化を図るものと仮定し、

その他は現行制度のままと仮定した場合
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（別表5）　　　社会資本み整備目標

①　快適な生活環境の形成を主たる政策目的とするもの

ニ　指 ‘標 ． ．現 況 将来 目標 ．． 指 標 の・＿考 え 方

排 水 が公 的 主体 た よ‾り衛 生 処 く1994年 度〉 く2000年 度 〉　‾． 細入 白め うち、下水 鼠 コ ミ⊥こ テ ィ

埋 草れ る人 口の割 合 ・ 約 52 ％ 7 割 を超 え る プ．ラ ン ト、集 落排 水 施設等 に よ り排 水

程 壌∴

く21世紀 初頭 〉

9 割 を超 え る

程 度 ．

が密 生処 理 きれ てい る人 口＿の割 合 ！

歩 し‾、て‾行 け る範 囲 の公 風 の 普 く1993年 度 〉 く21世紀 初 頭〉 ど こか らで も250m 以 ＿内 で 街 区 公．園

及率　 F 53準 お おむ ね全 て に、500m 以 内や近 隣 公 園に、＿1 k似 内

で 地 区公 園 に到 達 で きる よ うに公 園

が整 備 された南街 地 の割 合

廃棄 物頭 環型 処 哩率 く1由4年 度 ） く21世紀 初頭 〉 市町 村 か処 理す る廃 棄物 の‾．ぅ も、市 債

約 42％ ほ ぼ100％ 用、草 生利 恵 熟 回収 牽伴 う焼 却処理

等 で処 理・され る割 合 ．

大 都．市 圏 の都 心融 こお有 る住 く1985－ く1995年軍か ．ら 大都 市 圏の都 ′岬 （乗車 時 間お．お単 ね

宅 の供給 量 ． 1994年溌 ？ 21世 紀初 醸 、30分 程度 以 内の 圏域 ）にお け 奉住 宅の

年 間∴

約 9 ．3万 戸

まで〉 ＿‘

160万 戸　 －

供 給畳 ニ

東京 圏 にお け る鉄 道 の混雑 率

′、

くI994年 度〉‾‘く2000年頃 〉 東 京圏 を．代 表す る準 区 ！こつ いて、ピー

甲 4％ 1細 ％程 度　 r ク痔 ユ時 間 当な りの輸 送 量 の輸 認 カ

に対 す る此 率 （混 雑 朝 によ り一、通動

混秘 密 緩郵 さ癖 程度 を示す ．

都 市 にお け る道路 の朝 夕 の 走 く1994年 度 〉

1叫 ／h ’

立料 曲

く21世紀 初 頭〉

2°5h ナh

30h ／h

道 路 整備 の 進 直 によ り朝 夕 の 渋滞 等

行 速度 が 緩和 され、走 行 時間 の題 綿 密咽 －られ

（三大都 市 圏 の 人 口集 中地 区） る与 とに よ り」円滑 を道 路交 通 が確痍

・（注 2 ）

l坤 方都 市）

苧れ る程 度 を示 す ・

都 市 内 道路 網 等 の 基盤 が整 備 －く1994年度 〉 く21世 紀初 顕） 良好 な市街地 形 疎 のた め、．通 過 交通 を

され た地 区 の部 会 40％ 約 7畢 適 正 に分 能 す る道 路網 等 め 基盤 が整

億 され た地 区の 割合 ニ

－329－



●

道路、河川、急傾斜地、＿港湾、

漁港において景観や親 しみに

配慮 して緑化が行われ七いる

割合　　　　　　 （遣如

く河川）

．（急傾斜如 ．

嘩 料）

（漁畢

く1坤4年度？

9 ％

17知

15％

・2．1％ ’

1．8％

く21世紀初頭〉

ご彗1
㌢I†

こ￥
ミヨ
．一声ニJ

国道、都濯府腸道の延長のうち緑化離 ；

約 3割 ‘d延長の割合－　　　　　　　　　　　 l

く12000車鹿「 当面緑化が必軍と－される延長のうち睾

約25％ ’ 緑化済延長の割合　　　　　　　　　 2

く釦00年度〉 当面緑化が必要とされる連長のう鵜

．約 2割 緑化済延長の割合

く2000年度〉 臨港地区両横のうち緑化渚南棟の劉‾；i

3 ％を上回る

程度 ．・

く2000年度〉 ‘

1T合

t，J
漁港用地両横のうち緑化済面積の削 ！

3．％を．上回皐

程度’

会 ：

国罠1 人当たりの森林蓄積 く1991年度）、く長期目標〉 全国め森林音頭を人口で除 し母数 引三

25m 3／人 － おおむね 柱より、森林のもつ生活環境保全等のニ・i

30m 3／人 ． 機能が発揮される程度を示す

②　安全で安心できる生活の確保を主たる政策目的とすもーもゐ

甲　 標 現′況 J＿将来 目標 指 標 の 考 え 方∴

デイサービスセ ンター・、デイケ く1993年 度〉 く1由 9年定〉 介護や機能訓練が坤要 な高齢者が安

ア提供施設整備水準 （注 3 ） 3 ，500箇所 ・ 17，000箇所 心 して在宅での生活が送 れるように，

身近な ところで利用で きるデ イサー

ビスセンタ．－やデイケア穐供施設が、

新 ゴール ドプ チンに基づ き整備 され

1‾た水準 ．‾

特別尊 顔老人 ホサム整備 水準 41993年度〉‾く1由9年度〉　－在宅での車活が函鶏 で施設処遇が必

，（洩 4 ） 20 ．7万人分 29万人分 要 な轟たきり等の要介準老人が、ほと

んど待つ＿ことな く適切 な施設 に入所

できるように、特別費譲老人 ホームや老人保健施設痙備水準 （注 5 ）－，．く1993年度〉 く1999年 匿〉▼

8 ．9万人分 28万人分 老人保健施設が、新 マール ドプ ランに

基づ き整備 された水準

低年齢児保育の確保水準 ． く1994年 度〉 く1999年 産〉 保育所へ の入所 を希望 して‘も入．所で

45万人‾ 60万人 きか 、低年齢児．のすべてが入所で き

．るよう整備 された水車＿

－330－

高齢者や障害者も安全で快適’く1995年度〉く21世紀初感シー歩行者利用が見込まれる主な道路の

に利用できる幅の広い歩道等13％ 約5割 うち、‾高飾者や障害考も安全で快適に

の設置車、拡幅員歩道等の設置 利潤で套る偏の広い歩道等（噂3－m以

率）－ 上）．が設置され中一る割合‘r

集中的な降雨による洪水に対く1994年度〉く2000年度〉 洪水の発生により浸水す畠可能性の

して女金甲確保が必要とされ2，．500万人 1．700万人 ある区域の約6．3叩万人のうち、．1時

る人口（氾濫防卸必要人口） く21世紀初頭〉間に雨量50m 相当の．降雨による疎水

解消 に対処する治水施設に．享り安全の確

保が必要とされ．る人口を示す・

大都市由等の密集市街地一にお・く1994年度〉く21世紀初頭）．大都市圏等の由集市画地の対象人口

ける避難困麹坤区人口・ 594万人 おおむね解消 2，300万人のうウ避難路まで．の距離が

1血以上あって安全に避郷地に到達

する．ことノが困難な地区に居住す．る人

口＿．

床上浸水対策必要戸数 ．く1994年度〉く2000年度〉 味上浸水被害か頻発している約450市

約93両0戸 慢性的な床上町村に串いて防御が必要とされ．る家

浸水め解消 屋の戸数 ・

③h新しい日本経済の発展基盤の構築を主たる政策目的とするもの

強 ノ穣 一 ・現 ．況 ．将来 目標 ・ 瑠 常 の 考 え 方 ．1

高‘規 格・幹線 道 路 の イ ンター く1994年度）、く21世紀初頭〉 高現格幹線瑳路 のイ・ンターチェシ‾シ

チェンジへ 1て時 間以 内で到達 陀′％ 90％ へ 1 時間以内で到達できる地域の而

できる面接の割合 横の割令

鉄道に＿より、人 口20万人以上の く1995年度〉 く21世紀初頭〉 旅客流動の実態．、∴鉄道特性等 を跨 串え

中核都市から、至近の高度な集 最長 6 時 間 おおむね ． つつ、．人 亘20万人以上の中核都 市か

積 を持 った中枢 的都 市へ却 達 準度「 3 時間台 ら、お料むね 3 時 間合・で至近の高度 卑

するまでの所要時画 集積 を・もった中枢的都 市（札幌、「東京、

名古鼠 大 阪、福岡）へ到達で きる ＿よ－

う・にする．・‾

90分政内で空簿 に到達でき る－．印 94年産〉へく2000年度？ 土大都市圏以外．の地域にお，いて、90分

人 口の割合 約申準 約 85 ％ ． 以内で空港ぺ到達で きる人 口甲当該

地域の時人ロに対す る割合‾こ

下記の躇湾施設の陸上輸 送半 ．く1995年度〉

約70％ ＿

47％ ＿

く21世・紀初頭〉

亘 9甲

約 70％

陸上輸送 により左記港湾施設か ら半

日往復圏の割合 日で往復で きる人口の全人 口に対す

［複合一 貫輸 送＿に対応 した．内

密ター ミナル］．（注 6 ）

．・【国際海ヰ コンテナター ミナ
ルコ‘（注 7 ）

る割合
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周辺地城から地方中核都市に く1994年度〉 く寧1世紀初頭〉
F、1・i

周辺地城から膿 庁所在坤または人畦 l
iJ 1道
：霊・・
頚

竃識
頚

議　‾逓　＿，、4
・＿，．ポー

′詰≡
1薫建喜浮

＿．≡明．畜
逼青緑諾‾妃，‘1－はi．一

u－．1ナ一。宗
fRlノ

′駐駁‘；

良
，

去L

lサ

‾ヨ
．I’痔
ず．、
虹
’ヽI’h
g．琵
濯
．I3

1

1 時間以内に到達できる人口 蘭 76％ r 8 釦畠半ば 30万人以上の都市へ道路また＿は大要

の剖会 輸送糠由として？＿鉄道を利用 して華

時間以内で到達できる八ロの割合 ∴事

新幹時駅、空港、港湾と高規格＿く1994年度〉 く21世紀初預〉 新幹線駅、空港、港湾と高規格幹線鑑

幹線道路鍋．とり直結率 11％ ・ 約 5 割 路網とか自動車専用道路等の道蹄で；

直結された割合 ．．

一層の高塵産性農業の実現に く1994年度〉．く2002年度〉 より生産性の高い農廃の実現に邸 ナ

向けて整備された大区画水田 約 3 畢 30％ ． て、1 ha程度以上の区画柱整備された
め割合 （大区薩削立場整備率） 水田の割合．・

尭ファイバー綱の整備 さ五 た く1995年厚〉 く釦10年度〉 第二種電気通信事業者及びC A でⅤ事

1，こて薫
－1ウニ二で璃
㌣狩
・▼三1五°．＿　Lr‾
ナ、ilよこ、1▼
′1・ノ
1．，：㌔
もて・・定

一　こ．

ミ！1
曇

．‾ミ　折lt▼！ぶ

も‾ボ㍍韓

草

餅さ
・し・示

‘読
・d・ノ．哉痛；
．撮キト
‘舘
とJJナ描；
浣

ぜ
！亨t
…隼

地域の割合 約10％ ’需要の顕在化 兼者によ1り光ファイバー網が整備さ

等を勘案しつ

つ、早期 の全

国整備

れた地域の割合

情報化教育環境整備率 く1993年度〉 く1999年度〉 公立の小学校やおいて22台 （児童 2人

（小学疲） 約 11割－ おおむね100％ に1 軸 ．、中学校にお‘いて42台嘩 徒 1

（中学校「 約 1・割 おおむね10弼 人にユ台）の教育用コンピュータが整

潤 ‾された割合

．臆 1 ）本表は、＿定量化等の観点ふら整備 目標 として掲げることのできる範囲で まと＿めたも

．のであり、社会草本整備の全ての彿野を細轟するものせはない。
顕

怪 ．2 ）＿人口集中地区 ‘‾ ：原則＿と！して人口密 度が 1 h 埠 亘 り約4．000人以上の

地区が達也 して人口拍 00人以上 となって‾いる地域 ・

性 3 ）デイサ÷ビスセンタニ　　 ：高齢者が 私中適所 し、‾入浴、給食、日常動作訓練など
瓜
iJ′l

のサ⊥ビスを受 ける施設－ さン＼

デイケア提供施設．　　 ：痴呆性老人や脳卒中などによる運動障害のある高蹄

者の一中身機能の堆持 ←回復わ たやの リハ ビリテー

シ ョ‘ン等を行う・施設

曜 4 ）睡別養護老人ホーム ー　　 ：常時介護が必要で家庭での生活が困癖な高齢者 を入

所させ る施設

位 ‘5 ）老人保嘩施設　　　　 ：入院治鰍 ま必要で iまない．が、．家庭に復帰す るために 二整挫’．1＿．

機能訓練や看護．，介護が必要な高齢者のための施設

（注 6 ）複合「貫輸送　　　　　 ：船舶、疎通、．自動串こ・碗空中うち 2．－種類以上の輸認手

段により」r 単†の運送人の一元的な責任管埋め もと 薄紅．．‾セ

’・貨物 を‾ドア．－・ツ∴一、・ドアで尽けること‥ 書結

謳悪‘てこ，内貿タ＿⊥主ナル　　　　 ：一内航海運で、廟貸等の効密良い癒畠のためのコンテ

ナ化や トラ豆 と車船に積載する輸送方式に十分対 ．tl．薄さ．－
＿，ノ・、一一こ

応可純な轟湾のターミナル・－　　　 し 一幕矩揚
王熊笹‘：

（注 7 ） 国際海上 コンテナ才一．ミナル ：中枢国際港湾及び中核国際港湾 における水深12m 以

上かつヤーノドの

－ 3 32－ －

奥行き300品以上のタ．－．ミナノ㌣

－

二瑞賢

（参考資料）

地球温暖化防止行動計画の目標等

ノ（平成2年10月23日地球環境保全に関する関係閣僚会議決定）

く行動計画の目標）

温室効果ガ不の排出抑制目標は次のとおりとする。

（1）二酸化炭素については、先進主要諸国がその排出抑制のために共通の努力を行

うことを前提に、次の目標を定める。

①　二酸化炭素の排出抑制のため、官民挙げての最大限の努力により、・本行動計

画に盛り込まれた広範な対策を実施可能なものから着実に推進し、一人当たり

二酸化炭素排出量について2000年以降概ね1990年レベルでの安定化を図る。

②上記①の諸措置と相侯って、さらに、太陽光、水素等の新エネルギ丁、二酸

化炭素の固定化等の革新的技術闘魂等が、現在予測される以上に早期に大幅に

進展することにより、二酸化炭素排出総量が2000年以降概ね1990年レベルで安

定化するよう努めるd

（2）メタンについては、現状の排出の程度を超えか、こととする。また、亜酸化窒

素等その他の温室効果ガスについても、極力その排出を増加させないこととする0

また、二酸化炭素吸収源については∴国内の森林・都市等の緑の保全整備を図る

とともに、地球規模の森林の保全造成等に積極的に取り組むこととする0

（狩動計画の期間）

行動計画の期間は、1991年（平成3年）から2010年（平成22年）までとし、2000

年（平成12年）を中間目標年次とする○その間、国際的な動向や科学的知見の集積

等を踏まえつつ、必要に応じ行動計画の見直しを行い、機動的に対応していくこと

とする。
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